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　S&D と CBDR は一見似通っているが，同じ概念ではない。しかし実際の



















S&D と国際環境法における CBDR のどちらが原則としての役割を果たすの
か，そもそもこれら二つの概念に相違はあるのか，といったことである。確
かに S&D と CBDR は途上国に特恵を与えているという点において共通して
いるが，両者をまったく同一の概念と考えてよいのかも問題となろう。
　これまで S&D に関する研究，あるいは CBDR に関する研究はそれぞれ数
多く行われてきた。たとえば，S&D を扱ったものとして Yusuf（1980），
Whalley（1990），Hoekman, Michalopoulos and Winters（2003），Mitchell（2006），
Hoekman and Özden（2006）など，CBDR を扱ったものとして Harris（1999），
第 6章　「貿易と環境」における途上国優遇措置　189
French（2000），Cullet（2003），Stone（2004），Rajamani（2006），Honkonen




本章では「貿易と環境」問題における S&D と CBDR の相互関係について検
討する。まず，S&D と CBDR それぞれの特徴や相違点について概説する
































































₃ ．WTO 協定における S&D 条項























































































開発会議（United Nations Conference on Environment and Development: UNCED
―通称，地球サミット）であった。地球サミットで採択されたすべての文
書（国連気候変動枠組条約，生物多様性条約，アジェンダ21，リオ宣言，森林原
則声明）のなかに，この CBDR 原則が盛り込まれている（French 2000, 37）。

















































として欧州連合（European Union: EU），経済協力開発機構（Organisation for 
Economic Co-operation and Development: OECD）加盟国およびリヒテンシュタ





の一つとして CBDR を掲げ（第 ₃条 ₁項），途上国も含む全締約国の義務と
して，温室効果ガスの排出および吸収の目録の作成とその定期的更新，温室
効果ガス排出削減に向けた具体的対策を含む計画の作成・実施をあげてい






CBDR の考え方に基づき，附属書 I 国にのみ削減義務を課している。さらに
















₄．S&D と CBDR の相違































　貿易と環境の相互作用が深まるに従い，S&D と CBDR のこうした途上国
の扱いに対する相違は，それぞれの国の権利義務関係を複雑化する要因とな
りかねない。











なく，OECD あるいは EU に加盟している国とリヒテンシュタインを先進国
としてカテゴライズするという方式であった。ここで問題となるのは，この
締約国の区分基準が有害廃棄物の管理能力とは無関係に設定されている点で

















































ライディング ･スケール ･アプローチ）を採用していた（猪又 2013, 24）。
　前述したように，本来，S&D は途上国間での無差別が基本原則であり，


































問題となっている。本書第 ₄ 章，第 ₅ 章で述べられているように，製品環境
規制や食品安全規制が貿易に関連する場合，それぞれ WTO 協定の一つであ
る貿易の技術的障害に関する協定（Agreement on Technical Barriers to Trade: 
TBT 協定），衛生植物検疫措置の適用に関する協定（Agreement on the Applica-
























本書第 ₅章第 ₃節が指摘するように，サイエンスベースを基調とする TBT









































































促す作用がある。S&D も CBDR もその考え方が導入されてから長い年月を
経ており，それぞれの分野で各国の行動を規定する原則として確立している。



























上国の能力向上支援も S&D や CBDR の一形態と考えられ，今後，重要な役
割を担うことが期待される（本書第10章参照）。






きた S&D や CBDR の措置は，再考すべき時期にきている。
〔注〕
1　唯一，ITO 憲章第13条の幼稚産業保護のための例外規定が GATT 協定第18
条として採用されたに過ぎない。
2　1970年代に先進各国が GSP を導入し始めた際には，GATT からの一時的ウ
ェーバーを獲得（第25条 ₅ 項）することにより，GATT 体制下でその存在が
認められた。しかし，こうした一時的ウェーバーでは GSP の安定性が確保で
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